予算要求資料
平成30年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：商業振興費　　　
	事業名　新 ぎふ県産品流通拡大支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　地域産業課　地場産業係　　　　電話番号：058-272-1111（内3094）
県産品振興係　　　電話番号：同上　　　　（内3097）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　　7,000千円（前年度予算額：　　0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	7,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,000

	決定額
	5,000
	1,750
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,250


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・県内には美濃焼や飛騨の家具、関の刃物など国内外で知名度の高い地場産業
がある一方で、未だ知名度が低く、販路開拓に苦慮している事業者も少なく
ない。
・２０２０年に開催される東京オリンピック・パラリンピックに向けた大会Ｐ
Ｒが本格化するなか、今後も首都圏を中心に多くの外国人観光客が見込まれ
ることから、「岐阜ブランド」を世界にアピールする絶好の機会と捉え、魅
力ある県産品の掘起こしや、首都圏等へ向けた流通支援を強化する。
（２）事業内容

①ぎふ県産品流通拡大支援事業
・県職員自らが営業マンとなり、県産品を首都圏の百貨店、商社、メディ
アなどへ売り込み、県産品の流通拡大を支援する。また、東京オリ・パラ
を契機として、海外から訪れる観客等をターゲットとした首都圏等におけ
る県産品の活用促進を図る。
②県産品魅力向上・情報発信事業
・地域の優れた県産品を発掘し、県公式ＨＰでＰＲするほか、事業者が異
なる商品の同一パッケージ化（ワンセット）による販売や、食品と陶磁
器、刃物と木工製品など、他産業とのコラボ商品を提案する。また、首
都圏の若者（県内出身大学生等）を県産品サポーターとして登録し、ツ
イッターやインスタグラムを活用したＰＲを働きかける。
（３）県負担・補助率の考え方

・県10/10
（４）類似事業の有無
     　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	198
	セミナー等講師謝金

	旅費
	1,578
	職員業務旅費、旅費弁償

	需用費
	990
	事務消耗品費、ＰＲ物品代

	役務費
	118
	通信運搬費

	委託料
	4,056
	コラボ商品試作品、パッケージデザイン料

	使用料
	60
	会場使用料

	合計
	7,000
	


	　決定額の考え方　

　事業内容を精査し、所要額を計上します。
　財源については、地方創生推進交付金を充当します。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

「岐阜県成長・雇用戦略２０１７」
[３]海外展開・販路拡大支援プロジェクト
（２）国内におけるビジネスチャンスの提供
（２）後年度の財政負担

　　企業知名度及び県産品イメージの定着化を図るため、継続的な支援が必要。
（３）事業主体及びその妥当性
　　　県が積極的に首都圏に向けた県産品の流通支援を行うことで、県内中小企業の販路拡大や商品・事業者の知名度向上が期待できる。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	これまで地場産業との関わりが薄かったクリエイション分野の合同展示会における岐阜県産品展示や、首都圏市場等における県産品のＰＲ・販売イベントの実施を通して、岐阜県地場産業の魅力発信・知名度向上と新たな市場開拓を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	コラボ商品数
	　

	(H　)
	(H　)
	（H　）
	　
（H　）
	5商品
（H30）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	東京オリンピック・パラリンピックに向けた大会ＰＲが本格化す
るなか、首都圏を中心に多くの外国人観光客が見込まれることから、「岐阜ブランド」を世界にアピールする絶好の機会である。
県が積極的に首都圏に向けた県産品の流通支援を行うことで、県内中小企業の販路拡大や商品・事業者の知名度向上が期待できる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	　魅力ある県産品の掘り起しを行うとともに、他産地との差別化や効果的なＰＲ手法により、着実な流通につながる支援が必要。



（次年度の方向性）
	　大消費地である首都圏をはじめ、外国人観光客のニーズを的確に把握し、県産品の首都圏への流通のさらなる拡大を図る。


